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馬毛島FCLPの詳細が判明　自衛隊基地として整備し米軍が使用
日米政府は6月21日に、「日米安全保障協議会（2＋2）」を開きました。民主党政権下での2＋2は3回目です。民主党政権は2＋2を通して、自民党時代の日米合意を全て追認しました。さらに今回は、空母艦載機離発着訓練（FCLP）の恒久施設として、馬毛島を提供する意向を表明しました。
馬毛島はこれまでにもFCLP候補地として名前が上がっていましたが、地元自治体の問い合わせに、防衛省は「計画はない」と回答していました。今回、馬毛島が上がったことに対して、地元の首長や議会は強く反発しています。
小川勝也防衛副大臣は7月4日に鹿児島県西之表市を訪れ、馬毛島への訓練移転計画について説明しました。説明会には、馬毛島に隣接する西之表市・中種子町・南種子町・屋久島町から首長や議長が出席しました。首長・議長らは説明会後に記者会見を行い、「説明を聞いてもFCLPを受け入れるという理解は皆目ない」と語っています。
今回の説明会によって、計画の詳細が初めて明らかになりました。以下の通りです。

	自衛隊施設の整備

①南西地域での大規模災害や島嶼部攻撃の発生に備えて、平素から訓練を行う施設を整備する。
建設する施設は、物資用倉庫・航空施設・港湾施設・生活関連施設など。

②実際に大規模災害や島嶼部攻撃が発生した場合には、自衛隊の人員・装備が集結し展開する拠点として施設を活用する。

＊災害時には全国の自衛隊が馬毛島に集結し、その後に被災地へ展開する。

＊離島侵攻対処訓練として、エアクッション艇や輸送ヘリの上陸訓練、空挺部隊の降下訓練、
上陸後の戦闘訓練などを行う。訓練のための施設を整備する。

③隊員や家族が居住する宿舎を、種子島に建設する。
米軍による空母艦載機離着陸訓練（FCLP）の実施

①訓練は年間2～3回。1回当たり10日程度。　②訓練には夜間着陸訓練（NLP）を含む。

③馬毛島内に隊舎を設け、米軍兵士は基本的に島内で活動する。

防衛省が想定する、地域への影響

①FCLPによる航空機騒音。　②港湾整備、保安水域・訓練水域の設定に伴う漁業制限。

防衛省が提案した、地域への影響に対するとりくみ

①防衛施設周辺対策事業（「一般の施策に比べて高い補助率」と強調）

②基地交付金　　③米軍再編交付金　　④漁業補償

⑤経済効果（隊員や家族の消費、部隊による物資の購入、施設建設による工事など）


計画の問題点については、次号で検討します。
沖縄の基地「負担」認めぬ民主政権　

　沖縄米軍基地に関する日米の合意文書から、基地の「負担」という文字が消えたことについて、その事情を6月28日付けの琉球新報が報じました。同紙のサイトを検索したところ、昨年8月9日にも関連する記事が掲載されていました。以下の通りです。
琉球新報2011年6月28日 
●米に配慮し「影響」　枝野長官「負担」表記を変更 
【東京】外務、防衛担当閣僚による日米安全保障協議委員会（２プラス２）の発表文書で、米軍基地による「負担」が「影響」に統一された件で、枝野幸男官房長官は２７日の記者会見で「沖縄に負担をかけているという認識は一貫して変わっていない」とした上で、「米側が日米安全保障に寄与している側面があるので、『負担』という表現が適切かどうか従来から議論があった」と述べ、米軍基地の存在と運用を「負担」とされることを避けたい米側に配慮して表現を「影響」に統一した経緯を明らかにした。
２７日、松本剛明外相に面会して外務省幹部から表現の使い分けの説明を受けた仲井真弘多県知事は「事象は一緒だが英語が違うとか言っていた。理解不能だ」と述べ、あらためて確認する意向を示した。
日米両政府は２００６年５月の在日米軍再編ロードマップまで、「地元負担を軽減する」などと「負担」を使用していたが、２１日の２プラス２の共同文書は「沖縄を含む地元への影響を軽減する」と「影響」と記載。
「影響」が初めて使われたのは鳩山政権下の日米安保条約改定の署名５０周年の１０年１月に出された２プラス２共同発表。英語版で「影響」と表記されたが、「負担」と訳された。さらに同年５月の共同発表は日英両文とも「影響」で統一された。
仲井真知事は２７日、２プラス２で合意された普天間飛行場の辺野古への移設の撤回を関係閣僚に要請。松本外相への要請の席で表現の使い分けをただした。
知事によると、松本外相に同席した外務省幹部は「事象は一緒だが、表現する英語として違う」と答えたという。
琉球新報2010年8月9日 
●基地「負担」→米では「影響」　表現変え、沖縄の実態隠す
米国で基地問題の取材を重ねるうちに、ある日本語が英語では別の表現になっていることに気付いた。米軍基地から派生する騒音や犯罪などの被害を、日本では「負担」と呼ぶ。直訳すれば「Burden」だが、米政府の会見などではほとんど聞かれない。代わりによく耳にするのは「Impact（影響）」だ。
基地負担ではなく基地の影響。ここに、自国の軍隊の駐留が、他国の重荷になっていると認めたくない米国の心理的抵抗を感じる。だが日米が共同発表する公式文書では、どちらを使うのだろうか。
今年１月１９日に発表された、日米安保条約改定署名５０周年の共同声明を確認した。日本語版は「基地の『負担』を軽減する」とあった。ところが英語版では「基地の『影響』を軽減する」になっていた。
５月２８日発表の、米軍普天間飛行場の辺野古移設を明記した共同声明も確認した。英語版に「影響」とあった。「やはり」と思いながら読み続けると、中段で「負担」と出てきた。「あれ、両方使っている。単語に過敏になっていただけだろうか」と気になり、日米関係筋に確認した。すると、面白い答えが返ってきた。
「文章をよく読むといい。『基地負担に耐えているという沖縄の懸念に応える』と表現してある。あくまで沖縄側の言葉として使っている。政府自身の言葉ではない」。聞けば、今年に入って米政府内で、「影響」に統一する方針が出されたという。
基地から被るのは「負担」か「影響」か。単語だけをみれば、わずかなニュアンスの差かもしれない。だが騒音や危険性、事件事故を単なる基地の作用ととらえられては、周辺住民の感覚とあまりに大きな溝がある。実態を言葉で覆い隠そうとする姿勢にこそ、負担軽減が進まない要因がある。

